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１．研究の背景                     

近年、地球温暖化が大きな社会問題化している。気候変動

に関する政府間パネル（IPCC）第４次評価報告書第１作業部

会報告書（IPCC，2007）によれば、今世紀末（2090 年～2099
年）の全球平均気温上昇は、1990 年から 1999 年の平均気温

に比べて、環境の保全と経済の発展が地球規模で両立する社

会においては約 1.8℃（1.1～2.9℃）、また今後も化石燃料に

依存しつつ高い経済成長を実現する社会では、約 4.0℃（2.4
～6.4℃）になると予測されている。 
こうした地球温暖化を食い止めるため国ごとの削減目標を

定めた京都議定書が採択された。第一約束期間である 2008
年がはじまった現在、わが国の削減目標の達成は非常に厳し

いものとなっている。日本国内における 2005 年度の二酸化

炭素排出量は 12 億 9,300 万トン（1990 年度比 13.1％増加）、

1 人当たりでは 10.12 トン／人（同 9.4％増加）である（環境

省環境白書）。部門別に考察すると、民生部門、運輸部門の伸

びが大きく、全体の 57％を占めている。こうした運輸部門で

の二酸化炭素排出量を削減するために環境税としての自動車

税制を見直すべきだという考え方がある。 
自動車税制の見直しに関連する項目として、暫定税率を存

続するべきか、廃止するべきかという問題がある。暫定税率

の期限は 2008 年３月末であり、ガソリン・軽油価格が国民

生活に直結する問題であることから今国会でも大きな議題と

なっている。 
 以上のような背景を踏まえ、本研究では環境対策という視

点で自動車税制の暫定税率をとらえ、その税率変更が運輸部

門（乗用車）における二酸化炭素排出量に及ぼす影響を推計

することを目的とする。 
 
２．現在の自動車税制                   
 現在の自動車税制は取得段階と保有段階と走行段階に分か

れている。取得段階には自動車取得税、消費税が課税され、

保有段階には自動車重量税、自動車税、軽自動車税が課税さ

れる。また、走行段階には揮発油税、地方道路税、軽油引取

税、石油ガス税、消費税（燃料）が課税される。 
 この中でも立ち遅れた道路整備を推進するため、本則税率

を暫定的に引き上げ、それらを国と地方の道路整備のための

財源としている。このように引き上げられた税率は暫定的な

措置として導入されたことから、暫定税率と呼ばれている。

暫定税率が適用されているのは自動車取得税（１,７倍）、自

動車重量税（２,５倍）、揮発油税（２倍）、地方道路税（１,
２倍）、軽油引取税（２,１倍）である（括弧のなかは本則税

率に対する増税率）。 

３．モデルの構造                    
本研究で使用するモデルは谷下・鹿島（2002）において開

発された交通経済モデルである CHUO モデルを参考に、自動

車輸送モデルを構築する。CHUO モデルは乗用車の保有と使

用について分析し、排出される環境負荷量を推計するための

交通経済・工学モデルである。 
CHUO モデルでは自動車重量税や自動車税の区分が無い。

しかし本研究では普通車、小型車、軽自動車を対象にこれら

の税率の変化に対する保有台数全体や車種の変化を推計する。    
人間は時間や予算（所得）の制約が緩和されれば移動する

インセンティブを有している、と考える。各世帯は現在の乗

用車の保有状況を所与として、時間と予算の制約下で効用を

最大化するように手段別移動距離を決定する。さらに、世帯

の効用をもとにしたロジットモデルによる確率によって各期

の乗用車の保有台数及び車種・車齢を選択する。 

             図１ 世帯の効用関数決定 
世帯の効用関数には３段階の間接使用効用関数を設定する

（図１）。第１段階では交通とその他の合成財の消費量を決定

する。そして第２段階では乗用車と公共交通の移動距離を決

定する。第３段階では自動車の移動距離を２台の自動車に配

分する。第１，２段階では CES 型関数が使用されており、第

３段階では LOGIT 型関数が使用されている。 
世帯の保有行動については効用関数決定で得られた使用効

用と保有効用を使用してロジットモデルを用いて選択する。

まず保有台数を決定し、車を所有する場合はその車齢と車種

を選択する。そしてその選択が終了すると次期に移る。 
また、道路サービス水準や公共交通の一般化価格について

は内生化している。このモデルの基準年は 1999 年とし、１

期は３年ごとに更新されるものとしている。今回は５期まで

更新する。つまり 1999 年から 2014 年までを分析する。 
 

４．シナリオ設定                    
 モデル分析にあたって、暫定税率を存続した場合と廃止し

た場合の二酸化炭素排出量を比較分析するために適切なシナ

リオを作成しなくてはならない。本研究では重量税と燃料税

を比較分析するために次の４つのシナリオを作成する。 
① BaU シナリオ 

1999 年からは現在までの状況を反映し、2008 年に暫定税

率が存続した場合を想定したシナリオである。重量税につい

ては表１のように設定し、１期から５期までこの税額が毎期

ごとに課される。またガソリン・軽油価格については表２の

ように設定した。 
② 重量税シナリオ 
 2008 年に暫定税率である重量税が廃止された場合を想定

したシナリオである。ガソリン・軽油価格については BaU シ

ナリオと同じ設定である。重量税は表１のように設定した。 
③ 燃料税シナリオ 
 2008 年に暫定税率である燃料税が廃止された場合を想定

したシナリオである。重量税については BaU シナリオと同じ

設定である。ガソリン・軽油価格については表２のように設

定した。 



④ 暫定税率シナリオ 
2008 年に暫定税率である重量税と燃料税が廃止された場

合を想定したシナリオである。2008 年以降の重量税と燃料税

の設定はそれぞれ表１（重量税）と表２（燃料税）である。 
表２ 重量税の設定（円）    

 
表３ 燃料価格の設定（円/ℓ） 
シナリオ BaU、重量税 燃料税、暫定税率 
燃料 ガソリン 軽油 ガソリン 軽油 
99'～01' 100 81 100 81
02'～04' 100 81 100 81
05'～07' 130 105 130 105
08'～10' 150 123 125 106
11'～13' 150 123 125 106

 
５．分析の結果                     
〔保有車両数〕 
保有車両数の変化をみると全てのシナリオで 2002 年まで

減少し、その後増加に転じる（図３）。また、BaU シナリオの

現実値との差は 2002 年が約７％、2005 年が約１２％である。 
シナリオ別に考察すると総保有車両数はあまり変化しない

といった結果となった。 
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  図３ 各シナリオにおける保有車両数の変化 
〔二酸化炭素排出量〕 
まず二酸化炭素排出量の変化を分析する。 
2007 年まではすべてのシナリオで同じ税率設定となって

いるので二酸化炭素排出量は同じとなる。2008 年以降はそれ

ぞれのシナリオの税率設定により変化がみられる（図５）。 
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   図４ シナリオ別の二酸化炭素排出量の推移 
 
表４ 二酸化炭素排出量の BaU シナリオからの変化率 

 重量税 燃料税 暫定税率 
10' 0.2%  2.5%  2.7% 
13' 0.2%  2.5%  2.7% 
 

全てのシナリオで 1999年から 2013年までに排出量は増加

するという結果が得られた。 
重量税シナリオではBaUシナリオと同じような推移をして

いるが、2010 年からの排出量は BaU シナリオよりも増加し

ている。燃料税シナリオでは重量税シナリオとは違い、2010
年から BaU シナリオに対して増加傾向にある。それは 2013
年までつづいている。 
以上の結果から、暫定税率を低くしたことによって二酸化

炭素排出量は増加したということと、そしてその効果は重量

税よりも燃料税のほうが大きいということがわかる。 
〔総走行量〕 
 二酸化炭素排出量の増加の要因として走行量を分析する。

総走行量については全てのシナリオで増加している（表５）。

そして二酸化炭素排出量の増加率と同様に、燃料税シナリオ

のほうが重量税シナリオよりも大幅に増加している。 
 つぎに車種別走行距離を分析する。図６（図中の記号は、

ＬＶ：軽自動車、ＳＧ：小型ガソリン、ＳＤ：小型ディーゼ

ル、ＮＧ：普通ガソリン、ＮＤ：普通ディーゼル、である） 
を見ると、重量税シナリオにおいては軽自動車から小型車、

普通車へ走行需要がシフトしている。燃料税シナリオにおい

ては軽油車からガソリン車へ走行需要がシフトしている。 
表５ 2013 年度における各シナリオの BaU シナリオに対す

る総走行距離の増加率 
  重量税 燃料税 暫定税率 

2013 年度 0.178% 2.381% 2.564%
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図６ 2013 年度における各シナリオの BaU シナリオに対す

る車種別総走行距離の増加率 
 
６．結論と今後の課題                  
 今回の分析により得られた結果は以下のとおりである。 

 暫定税率（重量税、燃料税）を廃止すると乗用車から

の CO2排出量は基準シナリオに比べて 2010 年度から

2013 年度に約 2.7％増加する。 
 重量税の暫定税率の廃止（+0.2％）よりも、燃料税の

暫定税率の廃止（+2.5％）のほうが、CO2 排出量を大

幅に増大させる。 
→以上の結果から以下のことがいえる。 

 重量税と燃料税のうち温暖化対策としてより重要な

税制は燃料税である。 
 今後の課題としてもう１つの暫定税率である取得税の二酸

化炭素排出量へ及ぼす影響の分析と、自動車税制のグリーン

化による低公害車の普及が二酸化炭素排出量へ及ぼす影響の

分析を行うことなどがあげられる。 
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シナリオ BaU 、燃料税 重量税、暫定税率 
普通車 68,192  27,060 
小型車 35,461  14,072 
軽自動車 13,200  7,500 


